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　本稿は，ドイツの判例・学説を手がかりとして，保険事故発生後に履行すべき責務違反の要件を検
討するものである。
　周知のとおり，最高裁昭和62年2月20日の判決は，保険契約者が自家用自動車保険普通保険約款の
一般条項16条が定めている60日内の事故通知義務に違反した事案において，きわめて注目すべき判決
をなした（1）。すなわち，上記約款は，保険契約者等が対人事故を通知せずして事故発生の日から60日
を経過したときは，特別の事情がないかぎり，保険者は全面的に免責されると定めているが，判決
は，この約款を制限的に解釈して，保険者の免責の主張を排斥した。すなわち，判決は，約款のいわ
ゆる60日条項違反を2っに分け，保険契約者に保険金詐取等の目的がある場合には保険者の全面的な
免責を認めるが，そのような目的がない場合には，保険事故の通知を受けないことによって保険者が
損害を被った限度において保険者は免責されると判示した。判決の論理は，60日を経過したときは保
険者は「損害をてん補しません」と定める約款の文言から大幅に乖離していると考えられないでもな
い。しかし，保険契約者側の帰責事由（程度）と責務違反による保険者の損害を考慮することなく，
約款の規定を形式的に適用して保険者の全面的免責を認めることには大きな疑問がある。したがっ
て，約款の規定を形式的に適用することなく，規定の趣旨・目的のもとに約款の規定を制限的に解釈
した判決は，多くの学説によって支持されている（2）。この判決は，保険法理的にみて，きわめて重要
な意味を有する判決であると評価できる。すなわち，保険者は約款上で免責と定めておくならば当然
に免責されると考えていたのに対して，判決はこれに制限を加えたという意味において，保険契約の
本来の内容に対して約款がいかなる効果を定めうるかが問われているのであり，保険契約の法理その
ものに関わる問題が提起されている（3）。
　ところで，判決が，約款の規定の趣旨・目的にもとついて約款の規定を制限的に解釈したことにつ
いては，勿論異論はない。ただ，問題は，約款の規定を制限的に解釈する際の規準を何に求めるかと
いうことである。この問題を考えるに際して，ドイツ保険契約法の規定と，これに関する判例・学説
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が一つの，しかし大きな参考となる。ドイッ保険契約法6条は，保険契約（保険約款）によって定め
られた保険事故発生後の責務の違反の要件を定めている。それによると，責務違反が故意にも重過失
にももとつかない場合には保険者の給付免責は発生しないこと，重過失による責務違反の場合には，
それが，保険事故の確定・保険者の負担する給付の確定または範囲に対して影響を及ぼしたかぎりで
保険者は給付免責されるとされる。すなわち，故意の場合には全部免責，重過失の場合には一部免責
とされ，これは，保険契約法15条aによって，保険契約者の不利益において変更しえないとされてい
る。その結果，ドイツの自動車保険普通保険約款（AKB）には，保険契約法6条3項と同文の規定が
おかれている（4）。
　以上の規定が存在する結果，①まず，保険者が全部の給付免責をされるためには保険契約者が故意
に責務に違反したことを要する。しかし，保険契約者の故意について，保険契約老と保険者のいずれ
が立証責任を負担すべきかが問題となる。②また，保険契約者の故意による責務違反の場合には，保
険者は全部の給付免責をされるとするのが保険契約法の立場であるが，これをそのまま適用すること
が妥当であるか否かという問題が生ずる。つまり，故意による責務違反の場合には，これによって保
険者が何ら損害を被らない場合にも保険者の全部の給付免責を認めるのが妥当か否かという問題であ
る。③たとい保険契約者が故意に責務に違反しているとしても，保険契約者はその違反によって発生
する法効果を知らない場合がありうる。かかる揚合には，違反の法効果を保険者が保険契約者に知ら
せた場合にはじめて保険者の給付免責を認めるのが衡平ではないかという問題が生ずる。以上にのべ
た問題にっき，ドイツにおいては1960年代に判例・学説上で大きな変化がみられる。それは，とりも
なおさず保険契約者保護の観点からのものである。そこで示された法理の基本的構造を検討すること
は，わが国における法理を構築する際にも参考になると考えられる。
注
（1）　最高裁昭和62年2月20日第二小法廷判決（民集41巻1号159頁）
（2）西島梅治・判例評論344号，石田満・ジュリスト885号，山下友信・法学教室82号，戸出正夫・ジュリス
　　ト892号，坂口光男・ジュリスト・昭和62年度重要判例解説。なお，竹濱修・文研論集71号参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●（3）　倉沢康一郎「消費者の復権』と保険」　（法律時報60巻10号）3頁一4頁参照。
（4）　もっとも，1975年1月1日から施行されたAKBの改正後の規定によって，故意による責務違反の場合
　　にも保険者の全部の給付免責は発生しないことになった（AKB　7条5項1文2文3文）。
　ドイッ保険契約法6条3項によると，保険事故発生後に保険契約者が保険老に対して履行すべき責
務に違反した場合に保険者は給付免責されると合意されている場合において，責務の違反が故意にも
重過失にももとつかなかったときは，合意された効果は発生しない。責務の違反が重過失にもとつく
ものである場合には，保険者は，責務違反が，保険事故の確定・保険者の負担となる給付の確定また
は範囲に対して影響を及ぼさなかったかぎりにおいて給付義務を負担する。上記のごとき給付免責に
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関する合意は自動車保険においてもなされるのが通常である。すなわち，ドイツの自動車保険普通保
険約款（AKB）7条5項によると，保険者は，保険契約者が保険事故発生後に履行すべき責務に違反
した場合には，給付免責されること，ただし，責務違反が故意にも重過失にももとつかない場合には
このかぎりでないと定められている。重過失による責務違反の場合には，保険者は，違反が保険事故
の確定・保険者の負担する給付の確定または範囲に対して影響を及ぼさなかったかぎりにおいて給付
義務を負担すると定められている。すなわち，責務違反が，故意にもとつく場合には保険者の全部の
給付免責が，重過失にもとつく場合には保険者の一部の給付免責が発生する（1）。そして，いかなる責
務を保険事故発生後に保険契約老が履行すべきかにっいては，AKB　7条1項2文に定められている。
それによると，保険契約老は，とくに，事実の解明（解明義務）ならびに損害軽減の義務を負うとさ
れている。そして，ドイツの判例において，保険契約老の解明義務違反を理由とする保険者の給付免
責主張の事案が圧倒的に多い（2）。すなわち，保険契約者が保険事故発生後に事故現場から逃亡するこ
とは，故意による解明義務違反になるとして，保険者が全部の給付免責を主張する事案がきわめて多
いo
　ところで，保険契約法6条3項によると，保険契約者が保険事故発生後に履行すべき責務に違反す
る場合には，保険者の全部の給付免責が発生するとされるが，その理由に，次の点に求められるとい
われる。第1は，訴訟過多の防止である。すなわち，故意による責務違反の場合に，これによって保
険者に損害が発生したか否かを問うことなく（因果関係の不問）保険者の全部の給付免責を認めるこ
とにするならば，それだけ，因果関係の存否をあぐる訴訟を回避できることになる。第2に，故意に
責務に違反した保険契約老から保険保護を全部剥奪することにするならば，それだけ，故意による責
務違反を減少させることが可能となる。つまり，保険契約老に対する教育的機能の重視である（‘）。し
かし，第1の理由に対しては，保険約款が保険契約者にとって過酷な効果を定めている場合において，
保険者の一方的な利益に向けられている目標を追及することが果たして妥当であるか否か，第2の理
由に対しては，責務は保険者と保険契約者間の私法的利益にのみ関するべきであって，責務に教育的
機能を付与すべきことが妥当か否か，という疑問がそれぞれ提起されうる。そこで，ドイッにおい
て，責務違反の場合に保険者の全部の給付免責を定める保険契約法6条3項ならびそれと同文のAKB
7条の規定に対して，学説・判例は「不快感」を表明するのみならず，法政策的にみても「疑わしい
どころではない」と主張していた（5）。そうであるとするならば，学説・判例が法律・約款規定の修正
を試みるにいたることは驚くに値しない。次に，具体的に，修正の試みをみてみよう。
　（1）保険者の教示義務（Rechtsbelehrungspflicht）
　BGHはすでに以前から保険老の教示義務を肯定し，保険者は，保険契約老が不実または不完全な
報告をなした場合にはその報告が保険老のなすべき給付に対して影響を及ぼさなかった場合にも保険
者は給付免責される，ということを保険契約老に教示しなければならないと判示した〔6）。そして，保
険者が教示をなさなかった場合には，保険契約者の不実または不完全な報告によって保険者が損害を
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被ったかぎりにおいてのみ保険者は給付免責されると判示した（7）。保険契約者は，自己の負担してい
る責務に違反した場合にいかなる不利な効果が生ずるかにっいて不知である場合がありうる。かかる
不利な効果を保険契約者に知らせるために，保険者に教示義務が課されている。
　BGHは，保険者の教示義務を肯定することにっいて確定しており，これは，学説によっても広く
支持されている（8）。もっとも，法定の教示義務以外に，保険者の一般的・超法律的教示義務を認める
ことにっいて，反対説が存在しないでもない。まず，H，　M611erは，　BGHに反対する理由として第
1に，BGHによると，大多数の保険契約者には故意による責務違反の効果は知られていないとされ
るが，これに事実に適合しないこと，第2に，保険老の教示義務の法的基礎と法的性質に関するBGH
の説明は非鴬に不十分であるとする（9）。また，E．　Pr61ssも，保険契約法は各所に保険者の教示義務
を確定的に規定している（法律上の教示義務）が，このことは，立法者は，これらの場合に保険老の
教示義務を法定することが必要であると判断したのであり，反対に，それ以外の場合には立法者は保
険者の一般的教示義務を認めることは必要ではないと判断したのである。したがって，法定の教示義
務以外の教示義務を保険者に課すBGHは立法者の意思に反するとする（エ゜）。
　（2）保険契約者の故意についての立証責任の転換
　BGHは，さらに，保険契約者の故意にっいての立証責任を保険老へ転換することによって，保険
契約者の保護を強化しようと試みてきた。その際，BGHにおいて問題となった事案は次のような事
案である。すなわち，保険事故にっいて保険契約者が保険者に対して解明義務を負うのは，保険契約
者が保険事故の発生したことを知っていることを前提とするが，保険契約者が保険事故の発生を知っ
ていたか否かが確定されていない事案においてである。保険契約者が保険事故の発生を知っていたか
否かが確定されない場合，その知・不知についての立証責任を負担するのは保険者と保険契約者のい
ずれであるかが問題となる。
　ところで，保険契約者が責務に違反したという客観的事実については保険者が立証責任を負い，こ
れに対して，責務違反について帰責事由は存在しないことについての立証責任は保険契約者が負担す
るというのが，従来からの判例・学説であった（11）。その結果，保険契約者において，保険事故の発生
にっいて不知であったことを立証しなければならないことになる。しかし，この立証は困難であるこ
とも多くありうることから，立証をできない保険契約者は保険による保護を受けられないということ
が考えられる。そこで，従来の判例は修正を受けることになった。
　まず，OLG　Dttsseldorfは（12），保険事故発生にっいての保険契約者の知は，責務違反の主観的要件
ではなく，反対に責務違反についての客観的要件であり，これにっいては保険者が立証責任を負うと
し，本件ではこの点についての保険者の立証がなされていないとして，保険者の給付免責を否定した。
また，BGHは（13），保険事故を惹起した保険契約者が事故現場から逃亡したために故意による解明義
務違反を理由として保険者が給付免責を主張した事案において，保険者は，保険契約老が保険事故の
発生を知っていたということについて立証責任を負担すると判示した。すなわち，判決は，保険契約
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者の「故意」的行為についての立証責任を保険老に転換した。これに対して，判決は，保険契約者が
重過失で責務に違反した場合には，一般の立証責任法則に従って，保険契約者が重過失の不存在につ
いて立証責任を負担するとする。これは，部分的立証責任の転換を意味する（’4）。上のBGHの考え
は，その後のBGHにも引き継がれており，また，学説によって支持されている。しかし，批判的な
学説も存在しないではない。まず，K6hnkenは（15），保険事故発生についての保険契約老の知は帰責
問題の範囲に属するので，保険契約者において保険事故発生についての不知を立証しなければならな
いとする。また，Stederも（’6），　AKB　7条5項の規定の表現を根拠として，保険契約者が，自己に
故意も重過失も存在しなかったことにっいて立証責任を負うとする。さらに，Chomseも（17），　BGH
は現在の法律状態が実質的に不衡平であることを唯一の理由として法律上・約款上で全く明確な立証
責任に関する法則を無視していること，保険老は，逃亡や解明義務違反の場合にBGHによって負わ
されるにいたった立証責任を果たすことは困難であること，事故発生後に逃亡した保険契約者に故意
的行為が存在していたことを保険者が立証することは全く不可能であるとする。
　（3）因果関係理論の修正
　ドイツ保険契約法6条3項は，保険事故発生後に履行すべき責務の違反が，保険契約者の故意にも
とつく場合と重過失にもとつく場合とに分け，前者では保険者の全部の給付免責（いわゆる全か無か
の原則の適用），後者では違反によって生じた損害の範囲でのみ保険者の一部の給付免責（いわゆる
因果関係原則の適用）としている。その結果，因果関係の適用による保険者の一部の給付免責は重過
失による責務違反の場合にかぎられ，故意による責務違反の場合には因果関係原則は適用されない。
このように解することは，信義則に反するものではないと解されていた（18）。ところが，BGHは，い
わゆる重要性理論によって，故意による責務違反の場合にも，違反の効果が保険者にとって重要であ
る場合にのみ保険者は給付免責を主張しうると判示した。すなわち，BGHは，法文上，重過失による
責務違反の場合にのみ適用される因：果関係原則を故意による責務違反の場合にも適用したのである。
　すなわち，BGHは（19），故意による解明義務違反の場合にも，それが保険者の利益にとって重要性
を有しないかぎり，保険者は給付拒絶権を有しないと判示した。判決はいう。保険契約者の解明義務
違反によって保険者に不利益が生じたか否かを考慮することなく保険者が全部の給付i義務を免れても
よいか否かについては，検討を要する。全か無かの原則の硬直な取扱いは，義務違反と，それによる
効果との間に著しい不均衡をもたらし，保険契約者にとって過酷である。それむえ，故意による責務
違反の場合にも，それが事実上保険者にとって重要でない場合には，保険老は給付拒絶権を有しない
とする。この判決においては，もっぱら，保険者の利益に対する重要な侵害という客観的基準だけが
問題とされていることに注目する必要がある。
　これに対してBGHは（2°），　AKB　7条5項によって保険老が全部の給付免責をされるのは，保険
契約老の解明義務が「保険者の正当な利益を重大な方法で危険にさらすことに適」しており，かつ，
「保険契約者に著しい帰責事由」が存在する場合にかぎると判示した。その結果，保険老の全部の給
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付免責のためには，あらゆる個々の具体的事情が，相当性（Verhaltnismaβigkeit）の見地に応じて検
討されることになる（21）。そして，①保険者の正当な利益が重大な方法で侵害することに適しない場合
として，（1）保険契約者が事故現場から数10メートル離れたところで自動車を停止させ，事故現場を振
り返った後，さらに運転を続け，100メートル去った後に後続車の証人によって停止を勧められたの
で事故現場へ戻りそこで警察の到着を待った場合，（n）保険事故の発生後に保険契約者が自動車を停止
させ，それから，60メートル運転した後に負傷者の所へ歩いて戻り，再び自動車の所へ戻ってゆっく
りと200メートル運転し，直ちに再び事故現場へ戻り警察が到着した場合，（A）保険契約者が事故現場
に約1時間停止した後に事故現場を去ったが，彼の名前と住所は知られており，事故の経過も確定し
ていた場合である。以上に対して，保険契約者が事故現場を確定的に去る場合には保険者の正当な利
益を重大な方法で侵害することに適しているとされる。しかし，これは，上記の㈹からのまでの判決
と矛盾するものではないとされる（22）。②また，保険契約者に著しい帰責事由が存在しないと判断され
た場合として、（イ）事故による短期間の分別能力の喪失の場合，（n）保険契約者が交通事故によって精神
的衝撃または脳震とうを受けたために責任能力が減少した場合，の保険契約者が事故現場を去ったこ
とが保険契約老の神経症的人格によるものである場合である（23）。
　それでは，BGHの判決はどのように評価されているか。まず，　BGHに批判的な見解からみてみ
よう。まず，K6hnkenは次のようにいう。第一に，判決の「著しい帰責事由」という表現に問題が
ある。帰責事由の幅は，軽過失から故意までしか及ばないとする伝統的見解に従うかぎり，著しい帰
責事由というのは故意ということに他ならない。故意の内部において，著しい故意とそうでない故意
との段階づけはなされえない。第2に，責務違反と保険者の利益侵害との間の因果関係を問題とする
ことにも疑問がある。保険契約法6条3項と約款においては，故意による責務違反の場合には保険者
は全部の給付を免責されるのであり，因果関係が考慮されるのは，重過失による責務違反に限定され
ている。したがって，BGHの判決は，法律の規定と約款に反するものである。第3に，　BGHがい
う，保険者の利益侵害と保険契約老の著しい帰責事由の確定には困難を伴うのみならず，BGHの判
決は，保険契約者のモラルと，保険事故解明に際しての保険契約老の協力に対しても影響を及ぼす。
けだし，BGHによると，保険契約者の解明義務違反に対する制裁は，本質的に限定された場合にの
み行われることになるからである。Roeschも，ほぼ同旨の批判を加えている（2）。
　これに対して，Fischerは，保険法における信義則からして，　BGHに賛成している（25）。すなわ
ち，全か無かの原則は，保険契約者にとって余りにも過酷であり，現行法には知られていないもので
ある。責務違反が保険者による損害事故の処理に対して影響を及ぼさない場合にも保険者は給付免責
されるとする見解は理解に苦しむ。故意による責務違反の場合に，保険契約者に対する威嚇手段とし
て保険者の全部の給付免責が認められるとされる。しかし，それが実際上威嚇効果を得るために十分
な手段であるか否かは疑わしい。なるほど，保険契約法6条3項が故意による責務違反の場合に全部
の給付免責を認めている以上，裁判官もそれに拘束される。しかし，それだからといって，裁判官は，
信義則に従って，具体的な場合に特別事情が存在するために別異のことが妥当すべきか否かについて
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検討すべき任務を免れるものではない。けだし，信義則を定める民法242条（日民1条2項）は，全
私法に適用される超法律的規範（Ubergesetzliche　Norm）であり，その適用は，保険契約法6条3項
によっても排除されないからである。もっとも，その結果として，実質的衡平と法的安定性という相
反する2つの要請の調和のための困難な問題が生ずることは避けられない，と。
注　、
（1）　もっとも，AKB　7．条5項の規定は1975年1月1日に改正されたことについては前述した。『
（2）　H．Bukow，　Die　Rechtsbelehrung　des　Versicherungsnehmers，　Ausblick　und　RUckblick，　Erich　R
　　　Pr61ss　zum　60．　Geburtstag　1967，　S．143．
（3）Vgl，　L．　Raiser，　Entwicklungslinien　im　Recht　des　Versicherungsvertrages，　ZVersWiss・1978，　S・383・
（4）　Vg1．　E．　Baumgartel，1st　das　Alles・oder　Nichtsprinzip　des§6111　VVG　rechtspolitisch　unerwUnscht？
　　　VersR　1968，　S．811ff．．
（5）　0．Haidinger，　Die　Gerechtigkeitsmaxime　bei　der　rechtlichen　Gestaltung　der　Vertragsversicherung，
　　　Ausblick　und　Rttkblick，　S．202；D．　Hoegen，　Zu　den　Auswirkungen　des§7V　AKB　in　der　Neufassung
　　　von　1975，　Festschrift　fUr　Fritz　Hauβzum　70．　Geburtstag　1978，　S．103．
（6）　BGHZ　Bd．47，101．
（7）　BGH　VersR　1968，　S．1155
（8）　Baumgまrtel，　a．　a．0．　S．820；Bukow，　a．　a．0．　S．137　ff．；G．　Bauer，　Die　Rechtsprechung　des
　　　Bundesgerichtshofes　zum　Verlust　des　Versicherungsschutzes　wegen　vorslltzlicher　Verletzung　von
　　　Obliegenheiten　nach　dem　Versicherungsfall　in　der　kraftfahrtVersicherumg，　VersR　1972，　S．16．
（g）H．M611er，　Ubergesetzliche　Hinweispflichten　des　Versicherers，　Festschrift　ftir　Ernst　KlingmUller　1974，
　　　　S．309－311．
（10）　E．Prδ正ss，　Anmerkung，　VersR　1967，　S．489－491．
（11）BGH　VersR　1969，　S．435；Bruck－M611er，　Kommentar，　Bd．1，1961，　S．205；Pr61ss－Martin，
　　　Kommentar，24．　Aufl．，1988，　S．109．
（12）　VersR　1967，　S．1037．
（13）　BGHZ　Bd．52，86．
（14）　P．Schwerdtner，　Der　Verlust　des　Versicherungsschutzes　bei　vorsatzlicher　Obliegenheitsverletzung　nach
　　　Eintritt　des　Versicherungsfalles　in　der　Kraftfahrtversicherung，　Zeitschrift　fUr　Verkehrs．und　Ordnung－
　　　swidrigkeitenrecht　1972，　S．227．
（15）　K6hnken，　Verlust　des　Versicherungsschutzes　bei　Obliegenheitsverletzugen，　Kraftfahrt　und
　　　Verkenrsrecht　1971，　S．70．
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（19）
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（25）
BGH　VersR　1969，　S．651．
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E．Hofma皿，　Privatversicherungsrecht，2．　Auf1．，1983，　S．106．
G．Bauer，　Die　Kraftfahrtversicherung，2．　Aufl．，1983，　S．81．
Vgl．　G．　Bauer，　Die　Kraftfahrtversicherung，　S．80－81，　S．85－86．
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　以上において，われわれは，保険事故発生後に保険契約者が履行すべき保険契約（保険約款）上の
責務違反の要件の修正に関するドイッの判例・学説の状況について概観した。
　すでにみてきたように，ドイッの判例・学説は，保険事故発生後に保険契約者が履行すべき責務に
関して，保険者の教示義務を新たに形成し，責務違反の主観的要件としての故意の存否についての立
証責任を保険者へ転換し，さらに，重過去による責務違反にのみ適用される因果関係原則を故意によ
る責務違反にも適用した。まず，判例・学説は，法律上で定められている保険者の教示義務以外に，
保険事故発生後に履行すべき責務に関しても保険老の一般的・超法律的教示義務を認めた。これは，
判例・学説による法創造と評価することができよう。また，判例・学説は，法律・約款の明確な定め
に反し，また従来の見解を修正して，責務違反の主観的要件としての故意の存否に関する立証責任を
保険者へ転換したことは，従来から承認されてきた伝統的理論を大きく変更するものであり，他の法
分野に対して及ぼす影響も決して少なくないと考えられる。さらに，重過失による責務違反の場合に
のみ適用される因果関係原則を故意による責務違反の場合にまで適用することに対しては，法律規定
に対する違反であるとの詐価がなされることにもそれなりの理由が存するし，また，BGHの判決が
契機となって，約款が，故意による責務違反の場合にも保険者の全部の給付免責は生じないという方
向で改正されたことは，きわめて注目に価する。
　要するに，判例・学説の努力は，保険契約老にとってきわめて過酷な法律・約款の規定に対する
「不快感」の表明であり，法律・約款の規定の「修正」あるいは「変更」をもたらし，考えようによ
っては，　「法律の規定に対する違反」と評価することもできようω。正しく，今世紀のどイツにおい
て，責務違反を理由とする保険契約者の保険保護の喪失に関する条項，いわゆる保険法上の失権条項
に関する判例・学説の歴史は，失権条項の緩和を目指して歩んできた歴史であった（2）。それは，本質
的な点において，社会的必要性と評価を考慮したうえでの保険法の変遷（Wande1）である。しかし，
それは，立法者の干渉によらない小さな歩調において，かっ，保険法の伝統との断絶をもたらさない
方法において行われた保険法の変遷でもある（3）。ここに，われわれは，激しい論争の中から，判例・
学説による保陳法の着実な発展をみることができる。
　ところで，私法秩序を支配している私的自治の原則は，無制限に妥当するのではなく，一定の制限
内においてのみ妥当する。この制限の一つとして，相当性（Verhaltnismaβigkeit）の原則がある。相
当性の原則は，行き過ぎ禁止の原則ともいわれ，違反行為と，その法効果との問の均衡の回復を目的
とする原則である。相当性の原則によって，法効果は，義務不履行にもとつく損害額と適合すべく，
前者は後者を超えてはならない。すなわち，行き過ぎは禁止される（4）。それゆえ，違反行為と，その
法効果との均衡の回復のために，契約内容の修正が必要となる。このことは，債権法のみならず，他
の法分野，さらに，保険法上の責務も妥当しうる。すなわち，相当性の原則によって，一方では，
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保険契約者から期待しえないような責務を保険契約老に課すことはできないこと，他方では，責務違
反の効果は，違反行為と不均衡なものであってはならないという効果が導き出される（5）。本稿に関し
ては，後者の問題が重要である。責務違反行為と，その法効果との均衡を確保するための方法とし
て，一方では，責務違反の法効果に変更を加える代わりに，責務違反といいうるために存在しなけれ
ばならない要件の範囲を拡張することであり，他方では，帰責事由・因果関係等の要件を厳格に解釈
することである（6）。すでにみてきた判例・学説の種々の試みは，保険法への相当性の原則の導入と評
価することができよう（7）。その際，BGHの判決は，しばしば，信義則を援用していることが注目さ
れる。
注
（1）L．Raiser，　a．　a．　O．　S．382；H．　M611er．　a．　a．0．　S．302，309．
（2）　R．Raiser，　RechtsunwUrdige　Versicherungsnehmer，　Ausblick　und　RUckblick，　S，265．
（3）L．Raiser，　a．　a．　S．390；山下友信「普通保険約款論」（法協96巻10号）44頁一46頁参照。
（4）R．Schmidt，　Die　Obliegenheiten　1953，　S．93；山田晟・ドイツ法概論1（第3版）253頁。
（5）　R．Schaer，　Rechtsfolgen　der　Verletzung　versicherungsrechtlicher　Obliegenheiten　1972，　S．143－145．
（6）　Schaer，　a．　a．0．　S．147．
（7）K．Sieg，　Rechtsfolgen　der　Verletzung　versicherungsrechtlicher　Obliegenheiten，　ZVersWiss．1973，　S，
　　445。
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